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【全体事業概要】
全体事業費 11,090百万円
計画延長 L=2,300ｍ

（志原川）
L=4,000ｍ
（産田川）

・築堤工 L=4,710m
・掘削工 V=171,500ｍ3
・護岸工 L=5,300ｍ
・樋門・樋管 11基
・橋梁          15橋
・堰 2基
・用地補償 １式

河
川
事
業

14

【実施事業内容】
・築堤工 L=904m
・掘削工 V=16,100m3
・護岸工 L=964m
・橋梁 1橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L=3,806m
・掘削工 V=155,400m3
・護岸工 L=4,336m
・樋門・樋管 11基
・橋梁 14橋
・堰 2基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
・流域の上、中流部は
水田が広がり、下流部
は住宅地となっていま
す。また、上流域に
は、紀南地域全体の集
客力を高めることを目
的とした「紀南中核的
交流施設」の整備が進
められています。
・河口部の七里御浜海
岸は、平成16年7月に
熊野古道の「浜街道」
として世界遺産に登録
されました。
・平成17年11月1日に
熊野市、紀和町が合併
し熊野市が誕生しまし
た。

熊
野
市
・
御
浜
町

③

11,090 12%

①B/C＝1.74
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等してコスト縮減に努めま
す。また、護岸等の材料、工
法の新技術の活用等により、
コスト縮減ができるよう検討し
ます。建設機械の排出ガス、
騒音等の環境対策に努めま
す。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、引き続
き、改修を進め、治
水安全度の向上を
図ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
ただし、事業期間が長期
に及ぶため、事業効果の
早期発現を図り、周辺住
民の安全・安心の確保に
つなげられたい。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

〜
【事業目的】
志原川及び産田川沿川の浸
水被害防止を目的とした築
堤工、河床掘削、護岸工等
の施工による河川改修を行
い、流下能力を確保し治水
安全度の向上を図る。
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【全体事業概要】
全体事業費 5,128百万円
計画延長 Ｌ＝3,540m
・築堤工  Ｌ＝6,000m
・掘削工  Ｖ＝107,000m3
・護岸工  Ｌ＝6,000m
・橋梁工   2橋
・水門         1基
・樋門樋管  12基
・用地補償   1式

5,128 91.0%

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝2,090m
・掘削工
        Ｖ＝80,200m3
・護岸工 Ｌ＝5,490m
・橋梁工   2橋
・水門  1基
・樋門樋管  12基
・用地補償   1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝3,910m
・掘削工
        Ｖ＝26,800m3
・護岸工 Ｌ＝ 510m

(周辺環境の変化)
・上流は水田を中心と
した農耕地が拡がって
おり、下流は市街地と
なっています。
・平成１７年１１月に１
市２町１村の合併によ
り伊勢市となりました。

①B/C＝22.36
②掘削発生土を築堤工に有
効利用することによりコスト縮
減に努めます、また、建設機
械の排出ガス、騒音等の環
境対策に努めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

〜
【事業目的】

大堀川沿川の浸水被害防
止を目的に掘削工及び築
堤・護岸工等の改修により流
下能力を確保し、治水安全
度の向上を図る。
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【全体事業概要】
全体事業費  2,325百万円
計画延長 Ｌ＝3,270m
・築堤工  Ｌ＝1,714m
・掘削工
         Ｖ＝198,710m3
・護岸工  Ｌ＝1,714m
・橋梁工    3橋
・樋門・樋管 6基
・用地補償   1式

①B/C＝34.43
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討し
ます。建設機械の排出ガス、
騒音等の環境対策に努めま
す。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

2,325 34.7%

【実施事業内容】
・築堤工 Ｌ＝400m
・掘削工
        Ｖ＝28,080m3
・護岸工 Ｌ＝345m
・橋梁工  1橋
・樋門・樋管 2基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝1,314m
・掘削工
        Ｖ＝170,630m3
・護岸工 Ｌ＝1,369m
・橋梁工  2橋
・樋門・樋管 4基
・用地補償 1式

(周辺環境の変化)
・事業区間左岸上流、
左右岸下流では、市街
地が形成されており、
周辺は水田地帯が拡
がっています。
・平成１７年１１月に１
市２町１村の合併によ
り伊勢市となりました。

〜
【事業目的】

外城田沿川の浸水被害防
止を目的に築堤・護岸工等
の改修により流下能力を確
保し、治水安全度の向上を
図る。
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【全体事業概要】
全体事業費  5,123百万円
計画延長 Ｌ＝1,660m
・築堤工  Ｌ＝160m
・掘削工
         Ｖ＝84,000m3
・護岸工  Ｌ＝3,326m
・橋梁工    7橋
・用地補償 1式

【実施事業内容】
・護岸工 Ｌ＝982m
・橋梁工  3橋
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 Ｌ＝160m
・掘削工
        Ｖ＝84,000m3
・護岸工 Ｌ＝2,344m
・橋梁工  4橋
・用地補償  1式

(周辺環境の変化)
・桧尻川の沿川は住宅
が集中し、隣接の工場
跡地に大型商業店舗
が進出するとともに、
災害医療拠点である
山田赤十字病院の建
設が計画されていま
す。
・平成１７年１１月に１
市２町１村の合併によ
り伊勢市となりました。

①B/C＝7.99
②河床掘削等による発生土
を近隣の他事業に流用する
等検討、また、護岸材料、工
法の新技術の活用等により
コスト縮減ができるよう検討し
ます。建設機械の排出ガス、
騒音等の環境対策に努めま
す。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

〜
【事業目的】

桧尻川沿川の浸水被害防
止を目的に築堤・護岸工等
の改修により流下能力を確
保し、治水安全度の向上を
図る。

41.5%
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(周辺環境の変化)
・椋川流域では、上流
域に大規模な工場が
整備されており、周辺
の人口も増加傾向にあ
ります。
・平成17年１月１１日に
亀山市と関市が合併
し、新「亀山市」が誕生
しました。
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【全体事業概要】
全体事業費 2,405百万円
計画延長 L=4,310m
・築堤工 L=8,600m
・掘削工 V=73,200m3
・護岸工 L=4,600m
・樋門・樋管 １基
・橋梁 6橋
・堰 3基
・用地補償 1式

〜
【事業目的】
椋川の浸水被害防止を目的
に、河川の拡幅、築堤、堰や
橋梁の改修等により流下能
力を確保し、治水安全度の
向上を図ります。

①B/C＝2.90
②掘削等による発生土を有
効利用し、また、護岸の材
料、工法の新技術の活用に
より、コスト縮減ができるよう
に検討します。建設機械の排
出ガス、騒音等の環境対策
に努めます。
③代替案は現実的側面から
ありません。

厳しい財政状況で
あるものの、随時、
改修をすすめ治水
安全度の向上を図
ります。

事業継続の妥当性が認
められたことから事業継
続を了承する。
（総括意見）
一、河川事業において、
事業効果の永続的な発
現には維持管理が重要と
考える。従って、維持管理
の担い手となりうる住民
の参画をより一層推進
し、適切な維持管理に努
められたい。
一、 河川事業において、
一層のコスト縮減努力を
期待するとともに、次回再
評価においては、具体的
な成果を示されたい。

2,405 41.9%

【実施事業内容】
・築堤工 L＝1,130m
・掘削工 V＝1,600m3
・護岸工 L＝280m
・樋門・樋管 1基
・堰 2基
・用地補償 1式

【以降事業内容】
・築堤工 L＝7,470m
・掘削工 V＝71,600m3
・護岸工 L＝4,320m
・橋梁工 6橋
・堰 1基
・用地補償 １式
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【全体事業概要】
農道整備 Ｌ＝５，７９４ｍ
橋梁工 ２橋

H12 2,250

【事業目的】
本地区の集落とほ場を結ぶ
道路は幅員が狭小であり又、
市場へ通じる主要道津関線
は交通渋滞が激しく農業交
通に支障をきたしているた
め、当農道の整備により、農
業の生産性の向上及び農産
物の流通の合理化を図るとと
もに農村地域の生活環境の
改善を図るものです。 H14 2,226

農
林
漁
業
用
揮
発
油
税
財
源
身
替
農
道
整
備
事
業

504

津
北
部
地
区

津
市

S62

○直接的効果
【費用対効果分析】
・計画時の投資効率
＝1.50
・現在の投資効率＝
1.98
〔効果の増減理由〕
・サイエンスシティや
中勢バイパスへの接
続等による一般交通
量の増加（125,227千
円/年の増加）
・豚の飼育数及び裏
作等の減少による農
業交通量の減少
（45,776千円/年の減
少）
【施設の管理状況】
・津市により路面、法
面ともに管理されてい
る

○間接的効果
・中勢グリーンパーク
（ｻｲｴﾝｽｼﾃｨ公園）の
利用

農免道路の実施に
よりサイエンスシティ
内にある中勢グリーン
パークの利用が容易
になったため、地域の
憩いの場として利用さ
れている
・中勢用水管の埋設

安濃ダムを水源とす
る中勢用水管が農道
工事と同時に埋設さ
れており、農業用水の
安定供給が行われて
いる

○事業実施中に配慮
した事項

切土法面の保護を
図るため、客土種子
吹付を実施

○ 環境の変化、現在
の状況
・アンケート結果
良い影響があった ２
２％
悪い影響があった ３
２％
変わらない ４
１％
その他
５％
・意見
明るくなった
ゴミの廃棄が多い
緑が少なくなった

・ 地域近辺に産業、
流通、住宅、公園など
を整備するサイエンス
シティ計画の実施や
当農免道路への中勢
バイパスの接続など、
地域状況や交通形態
等に大きな変化があり
ました。
・ 農地については、計
画時と比較して水田、
畑地ともにほぼ同じ状
況にあります（約１ｈａ
転用）。しかし、生産物
については、豚肉や水
田の裏作等が減少傾
向にあります。

当事業受益地の関
係集落にアンケート調
査を実施したところ、９
７％の方から事業実
施により何らかの効果
があったと回答してい
ます。「目的地への所
要時間が短縮された」
「緊急自動車の通行
可能等により防災上
の安全が向上した」
「集落内への車の乗り
入れが楽になった」な
どの意見を頂いてい
ます。

農業面では、「維持
管理や農作物の出荷
等が容易になった」
「大型機械化が可能
になった」との意見を
頂いています。

自然環境への影響
については、「良い影
響」では「明るくなっ
た」「荒地にならない」
などの意見がありまし
たが、「悪い影響」で
は「ゴミの廃棄」の意
見が多数ありました。

○事業実施等による課
題
・ サイエンスシティの
開発や中勢バイパスと
の接続により一般交通
量が増加し、ゴミの不
法投棄による周囲への
環境問題や農業車交
通への影響が生じてい
ます。
・ 受益農地について
は、営農面積に大きな
変化は見られず多くの
方が農地を守っていき
たいと考えています
が、高齢化や作物単価
に対する不安があり、
将来に対する対応が
必要となり始めていま
す。

○課題への対応方針
・ 今後の都市近郊の
農免道路（農道）の実
施については、将来の
農業形態や一般交通
量の変化などを十分に
勘案し、より効率的で
効果的な計画を行って
いきたいと考えていま
す。
・ 農地の担い手等へ
の集積や「農地・水・環
境保全向上活動」など
を利用した地域全体で
農地・農業用施設の管
理を推進します。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
（総括意見）
一、 農業農村整備
事業においては、
自然環境に配慮し
つつ、農業の持続
的な維持発展につ
なげられたい。
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年度
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【全体事業概要】
用水・排水施設整備：19.1km
農道整備：12.3km
ほ場整備：9.45ha
ため池整備：7箇所
集落道：12.2km
集落排水：7.0km
活性化施設：3箇所

H13 4,200

【目的】
当地区は、旧多気町、旧大台
町、旧勢和村に跨る中山間
地域であり、急傾斜農地など
地理的条件が不利な地域で
あり高齢化、過疎化により農
地・農業用施設の保全が課
題となっています。一方、広
域農道の整備など道路交通
網が整備され、都市と農村、
生産地と消費地の距離が縮
まってきています。こうしたこ
とから、ほ場整備や農道など
の生産基盤整備により農地
の汎用化、農業経営の安定
化などを図りつつ、併せて集
落道や活性化施設等の生活
環境整備を行うことにより、総
合的に農村地域の振興を図
りました。

H14 3,870

中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業

505

多
気
中
部
地
区

多
気
町
・
大
台
町

H7

※事業目的の達成状
況の評価 水田の区
画整理により農業機
械の導入が図られ効
率的な農作業が可能
になりました。農道や
農業用用排水路の整
備により維持管理の
軽減が図られました。
活性化施設整備によ
り地域でとれた安全・
安心な農産物の供給
が可能になり生産者と
消費者を繋ぐ施設とし
て重要な役割を担って
おります。また施設を
使った農業体験等の
実施により都市と農村
の交流も図られていま
す。
※費用対効果分析
計画策定時 １．０３
現在 １．０４
※活性化施設（多気）
利用人数
計画策定時１７，９４２
人 現在１８，２４０
人

※ 環境面への配慮
特別な配慮はしてい
ないものの、どじょうや
ゲンゴロウなどの水生
生物が現在の排水路
内に確認できました。
※ 事業実施中に配
慮した事項 工事施工
中に土砂流出防止の
ための沈砂池を設け、
河川への濁水流入を
未然に防止しました。
※ 環境の変化 事業
実施による環境への
変化はほとんどありま
せん。アンケートによ
れば河川がきれいに
なった。荒廃地がなく
なりゴミ捨ても見られ
なくなったことで地域
の景観がよくなったと
の意見があります。一
方、魚類が少なくなっ
たとの意見もありまし
た。
※現在の状況 水生
生物が確認されてい
ることから動植物の生
育環境に大きな変化
はなく、ほ場整備後の
景観も違和感のない
ものとなっています。

山間部に位置し高齢
化が進んでいる中、営
農意欲が低下してい
ましたが、区画整理等
により生産性が向上し
たことや農地及び用
水路等の保全活動や
景観形成活動に財政
的支援をする制度（農
地・水・環境保全向上
対策）が確立されたこ
とから、営農意欲や農
地を守っていこうとす
る意識が高まっていま
す。 国民の食に
対する安全・安心、地
産地消への関心が高
まり、直売所で売られ
ている地物の農産物・
特産品へのニーズが
高まっています。また
自然豊かな農村・癒し
の空間への関心も高く
なっており都市と農村
の交流が目的である
活性化施設には地域
内外から人々が訪れ
ます。 鳥獣被害
は増加しており早急な
対策が求められてい
るが、平成１９年度に
鳥獣害防止特措法が
施行され有害鳥獣の
捕獲や進入防止柵の
設置など総合的な対
策を検討しています。

①県民の意見の徴集
方法について
事業受益地の関係６３
集落から整備にか
かった費用が多い１６
集落を抽出し、それぞ
れ集落から各２０戸、
３２０戸に対してアン
ケートを実施（事業実
施による効果の有無
等を聞き取り）
農業生産基盤整備に
かかる効果は農業従
事者の内７３％の人々
が何らかの効果が
あったと回答していま
す。主な内容は４８％
が”農作業が楽になっ
た”また４０％が”道路
や用水路の維持管理
が楽になった”などで
す。
また集落道や集落排
水、活性化施設など
の生活環境基盤整備
にかかる効果は回答
者の内６１％の人々が
効果があったと回答し
ており、活性化施設に
対しては９０％の人々
が効果有りと回答して
いる施設もあります。

①中山間地域におい
ては、過疎と高齢化に
よる後継者不足により
営農意欲が衰退し、耕
作放棄地も点在してい
たが、当該事業の実施
により、「営農意欲」と
「農地を守る」という意
識が大きくなってきて
います。このため、集
落営農、作業の受委託
等に積極的に取り組
み、農業経営の効率化
と地域農業を支える担
い手の確保を図ってい
く必要があります。②
農地や農業用施設の
保全については、農地
のあぜ草刈や道路や
用排水路の維持管理
を農家のみで実施する
ことが、困難な状況に
なってきています。この
ため、農地や農業用施
設は、地域の共通資源
として非農家も含めた
地域全体で保全に取り
組むことが必要と考え
ます。（「農地・水・環境
保全向上対策」の推進
③好調な活性化施設
の利用状況を維持して
いくためには、新たな
魅力ある取り組みや地
域づくりについての
リーダー育成が必要で
す。

課題に対する対応
方針を含めた事後
評価の妥当性を認
める。
（総括意見）
一、 農業農村整備
事業においては、
自然環境に配慮し
つつ、農業の持続
的な維持発展につ
なげられたい。




